ハンドマイク演説参考例（民自公翼賛体制と対決）
二〇一一年九月五日　県政策宣伝センター

　●●のみなさん、こんにちは。日本共産党●●支部（後援会）です。この場所をお借りして、日本共産党の政策の一端を訴えさせていただきます。よろしくお願いいたします。

　野田新内閣が発足しました。この内閣はどんな特徴をもっているでしょうか。野田首相は自らを「金魚でなくドジョウ」と言っていますが、内閣を発足させる前にこれまで誰もやらなかった２つのことをしました。１つは自民党、公明党との党首会談です。会談では、菅政権の時に交わした、子ども手当や高校授業料無償化などを廃止・見直す「３党合意」を「約束はしっかり守る」と遵守する立場を鮮明にしました。加えて法人税減税や消費税増税などの税制改定も３党協議ですすめることも約束しました。これは、政権交代を果たした総選挙の公約を投げ捨て、自民、公明にすり寄って大連立を乞うことで政権の延命を狙う民主党と、自民党、公明党の翼賛体制というべきものです。
　２つめは経済団体もうでです。日本経団連など経済３団体トップを訪問し、弱肉強食の「小泉・竹中路線」を推進した経済諮問会議と同じ仕組みづくりを約束し、財界代表の参加要請までしました。これらをみれば野田首相は「ドジョウ」などではなく、国民に重い負担を強いる「オオカミ」というべき本性があらわになっているではないでしょうか。
このように、野田新内閣は財界直結・自民、公明との一体化が大きな特徴です。民自公の翼賛体制は、数の力で消費税増税、原発再稼働、米軍普天間基地の辺野古移設などをねらう非常に危険な道です。この道に日本共産党は正面から立ち向かう決意です。同時に、民主党と自民党は偽りの「対立」を演じてきましたが、いまや同一化し、「二大政党」による「政権選択」という仕掛けそのものも自ら否定することになりました。今の日本の政治は「民自公」対「日本共産党」の対決構図が鮮明になっています。
　日本共産党は、被災者救援・復興と原発撤退の立場で政治を動かしています。原発の問題では、政府・財界は九州電力の玄海原発の再稼働を狙っていましたが、日本共産党は党の機関紙しんぶん赤旗で九州電力のやらせメール問題をスクープし、国会で追及しました。質問したその日に九州電力の社長は「やらせ」を認め、玄海原発の再稼働は見送りになりました。泊原発３号機の営業運転再開を強行した北海道電力も、日本共産党の追及で「やらせ」が発覚し、危険なプルサーマル導入計画を延期に追い込みました。民自公３党が狙っていた中東ヨルダンへの原発輸出も、日本共産党が国会で原発事故の全容解明も収束もできていないと主張し、これを受けて参考人質疑を行った際に問題点が噴出し、採決日程を白紙に追い込みました。未だに「安全神話」にしがみつく民自公と、原発の危険を一貫して指摘・追及し、原発撤退を掲げる日本共産党との対決の構図となっています。
震災の救援・復興では、被災者に重くのしかかる「二重ローン」救済で、政府が出した案は再生ファンドを使った債務の買い取りでしたが、「民間投資会社がもうけるような枠組みでは多くの中小企業が救われない」と日本共産党議員が指摘し、公的機関が関与する仕組みに修正されました。日本共産党は復興計画は住民合意で、国は財政責任を負うことを明確にすべきという立場ですが、民自公は「上からの復興」の押しつけを狙い、「国の基本方針を踏まえる」とした「復興基本法案」を３党共同で成立させました。この点でも日本共産党と民自公との対決点が鮮明になっています。
日本共産党は、「政治を変えてほしい」という国民の願いに応え、「国民が主人公」の新しい日本をめざし、これからも全力で奮闘する決意です。

日本共産党が発行している「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。日刊紙は３４００円、日曜版は８００円です。

　以上でこの場所からの宣伝を終わらせていただきます。ご静聴ありがとうございました。
